別添１
令和元年　　月　　日

　岩手県知事　　　　　　　　様
令和元年度私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業補助金受給資格認定申請書

　私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第２条に規定する交付の対象者に該当するので、下記のとおり受給資格の認定を申請します。

　また、下記の同意事項のとおり同意します。

記

	ふりがな
	
	生年月日
	昭和
平成　　　　年　　　月　　　日

	申請者

（生徒氏名）
	　　　　　　　　　　　　　㊞
	
	

	住　　所
	〒



	学 校 名
	

	学科・コース名
	
	学　年
	　　　　　　　年

	ふりがな
	
	申請者

との続柄
	

	家計支持者
氏名
	
	
	

	住　　所
	〒



	対象者要件
	申請事由
	要綱第２条第１項第２号ア関係（該当する□にレ点を付してください。）

□（ア）生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護費の受給

□（イ）個人住民税（市区町村民税及び都道府県民税）所得割が非課税

（税額控除前の所得割額が０円）

□（ウ）所得税が非課税（税額控除前の税額が０円）
□（エ）保護者等の倒産、失職などによる家計の急変


添付書類（添付されている書類の□にレ点を付してください。）

	添付確認欄
	添　付　書　類
	備　考

	□
	世帯の経済的基準に係る証明書類
	

	□
	委任状
	

	□
	目標管理シート
	


【同意事項】

　私は、補助金の受給後に、休学や退学などの理由により専門学校から授業料の返納があった場合には、支給を受けた補助金と同額（ただし、専門学校からの返納額を上限とする）を返還することに同意します。

　私は、要綱第２条第１項第２号ウの規定に基づき、文部科学省、岩手県及び修学支援アドバイザー等が実施するアンケート調査等に協力します。

別添２
令和元年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委任者（生徒）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名 　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学 校 名　　 　　　　　        
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学科・コース名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学　　年 　　　　　　　　　　年
私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業委任状
　私は、令和　年度に係る標記事業の補助金の受給及び受領に関する事務手続きの一切の権限を、下記の者へ委任します。

記

受任者

　住　所

氏　名　　学校設置者　
　

受任者使用印


別添３
私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業　目標管理シート
	生徒氏名
	

	学 校 名
	

	学 科 ・ コース名
	

	学年
	

	評価期間
	


	
	年次目標

（いつまでに、何を、 どの水準まで）
	困難度
	自己評価
（ 目標達成状況、その他、特筆すべき事情）
※必要に応じて教員による評価を実施
	達成度


	１
	
	　
	
	　

	２
	
	　
	
	　

	３
	
	　
	
	　

	《 その他特記事項（ 自由記述）》


（困難度）
（達成）
◎… 特に困難
Ｓ… 設定した目標を十分上回る結果であった
○… 困難
Ａ… 設定した目標を達成できた
△… 比較的困難
Ｂ… 設定した目標をおおむね達成できた
無印…上記以外
Ｃ… 設定した目標を達成できなかった
別添４
令和元年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　
学校設置者　　　　　　　　　　　　
学校名　　　　　　　　　　　　

令和元年度私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業補助金

受給資格認定申請（交付申請・変更交付申請・実績）一覧
　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位： 円）
	No
	氏
名
	学 科 名
	学年
	要件
	学則で定める
授業料
	経済的理由 による減免額
	左記以外の

授業料減免額
	補助金交付額

	１
	○○
○○
	●●学科
	１年
	①
	600,000
	200,000
	0
	100,000

	２
	□□
□□
	■■学科
	２年
	②
	800,000
	300,000
	0
	150,000

	３
	△△
△△
	▲▲学科
	３年
	④
	900,000
	400,000
	0
	200,000

	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	900,000
	0
	450,000


備考

・学校別に作成すること。

・「 要件」欄は、次の事項に応じて該当する番号を記入すること。
①生活保護
②市町村民税所得割非課税
③所得税非課税
④家計急変
※ 複数の要件に該当する場合には、数字が若いカテゴリーを記載すること。
・「経済的理由による減免額」欄は、経済的に修学困難であることを理由に授業料を減免した額を記入すること。なお、専門学校が実施する授業料減免額が生徒一人当たり20万円（学則で定める授業料が年間60万円未満の場合には、学則で定める年間授業料の３分の１の金額（千円未満切り捨て））を下回る場合には、補助金交付の対象外となるため留意すること。
・「補助金交付額」欄は、要綱第３条により算出した金額を記入すること。









